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（特別部会の再開） 

 9 月 20 日、国土交通省において国土審議会土地政策分科会の第 4回特別部会が開催された。昨年 12月

の中間とりまとめ以来の再開であり、今後、人口減少社会における土地制度の在り方について検討する

こととなる。本稿では、会議の模様を紹介する。 

 

（所有者不明土地法の施行に向けて） 

 同日会議では、6月に成立した所有者不明土地法の施行について一つ目の議題とされ、現在パブリック

コメント中の同法施行令案と施行規則案が紹介された（図 1参照）。同法においては、公布後 1年以内施

行のもの（収用手続の合理化・円滑化関係、地域福利増進事業関係）と、公布後 6月以内施行のもの（所

有者探索の合理化関係、財産管理制度に係る民法の特例関係）があるが、今回の施行規則案は、6月以内

施行に対応するものである。 

 

図 1 所有者不明土地法の施行令案・施行規則案の主な内容 

            （第 4回特別部会資料より） 
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 また、地域福利増進事業に関しては、今後、ガイドラインを作成し、別途そのための検討会（座長：

松尾弘委員）を立ち上げるとの説明がなされた。 

 委員からは、所有者不明土地法案に対する衆・参両院の附帯決議に示された「知事が地域福利増進事

業者又は土地収用法に定める起業者となる場合の裁定の透明性・公平性の確保」をどう担保するのか、

等の意見が示された。 

 

（土地所有に関する基本制度の見直し） 

 二つ目の議題である土地所有に関する基本制度の見直しについては、6月 1日開催の所有者不明土地等

対策の推進のための閣僚会議で決定された工程表において、来年 2 月までに国土審議会で土地所有者の

責務に関して必要な措置の方向性をとりまとめ、2020 年までには民事基本法制の見直しとあわせて土地

基本法等の見直しを行うこととされているところである。 

 当日資料においては、人口減少社会における土地の利用・管理上の課題について、 

 ・ 人口減少の進展に伴い、価値が下落し、利用意向が低下する土地が増大していく中で、所有者不 

  明土地が増加しており、それを利用しようとする際に多大な労力・時間を要している。 

 ・ 所有者が利用の意向がない土地について発生しやすい問題として、土地が適切に利用・管理され 

  ず周辺に悪影響を与える場合や、登記簿から直ちに所有者が判明しなかったり、境界等が不明確に 

  なったりし、有効に利用したい者が利用できなくなる場合がある。 

 ・ 所有者による自発的な利用・管理が期待できない土地を含め、土地が適切に利用され、管理され 

  ていくために、関係者に求められる役割を含め、土地所有の在り方を検討する必要があるのではな 

  いか。 

と示されている（図 2参照）。 

 

図 2 人口減少社会における土地の利用・管理上の課題について 

           （第 4回特別部会資料より） 
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 また、土地基本法に関して、次のように示されている。 

 ・ 土地基本法はバブル期の地価高騰における投機的取引の抑制等の要請等を背景に制定。 

 ・ 利用・取引に当たっての事業者・国民の責務等を規定（しているが）、単に所有されている場合に

ついての規律が明確でない。 

 ・ 土地の価値が下落し、利用意向が低下する中で、土地所有に関する制度の基本となる土地基本法

の見直しが必要。 

 

 これらを受け、土地所有に関する課題イメージを次のようにまとめている（図 3参照）。 

 ・ 現行の土地基本法は高い土地利用ニーズを前提としているが、人口減少社会において土地利用ニ

ーズが低下する中で適正な利用を確保するためには、利用を阻害する要因の解消が必要。 

 ・ 他方、利用価値の乏しい土地についてまで利用を求める必要はないと考えられる。ただし、その

場合でも何らかの管理は必要と考えられるが、求められる管理の在り方、水準は土地の諸条件（自

然的、社会的、経済的、文化的条件）に応じて多様と考えられる。 

 ・ 例えば、所有権の公示などによる権利関係の明確化（法的管理）や土地を自然に還すような管理

を含めて、土地所有に伴う利用・管理に関する責務について、民事基本法制の見直しを含めた担保

方策の検討をあわせ、検討すべきではないか。 

 

図 3 土地所有に関する課題イメージ（案） 

                （第 4回特別部会資料より）
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 委員からは、次のような意見が示された。 

 ・ 利用価値の乏しい土地について、外部不経済が生じないケースでは管理も粗放的で良いと考えら

れるが、まず「管理」の意味の明確化が必要。あるいは、防災、衛生、安全等の責務を表し得る「管

理」に代わる用語はないだろうか。  

 ・ 利用されていない土地の利用を検討するに当たり、立地適正化計画などコンパクトシティとの関

係も考慮する必要がある。 

 ・  利用されていない土地の所有権放棄というと何もしないように捉えられかねないが、受け皿を用

意した上で譲渡・寄附するという能動的な考えが重要。 

  

 特別部会は、来年 2 月までに今回を含め 4 回程度開催し、制度の具体的な方向性についてとりまとめ

を行い、必要に応じて学識者等を中心とする WGを開催することとなった。 

 

 (山本 健一) 


